
苫小牧市訪問介護員採用活動支援事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、苫小牧市訪問介護員採用活動支援事業補助金（以下「補助金」

という。）の交付に関し、苫小牧市補助金等交付規則（平成 30 年４月１日規則第９

号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

 （目的） 

第２条 この補助金は、市内の訪問介護事業所における訪問介護員の採用活動を支援

することで、訪問介護サービスの担い手の確保を図り、もって本市における必要な

在宅介護サービスの提供体制を確保することを目的とする。 

 

 （補助対象団体） 

第３条 この補助金の交付対象となる団体（以下「補助対象団体」という。）は、市内

に所在する訪問介護事業所（介護保険法第８条第２項に規定する訪問介護を行う指

定事業所をいう。以下同じ。）を運営し、次条に規定する事業を行う団体とする。 

 

 （補助対象事業） 

第４条 この補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、市内

に所在する訪問介護事業所で勤務する訪問介護員等（指定居宅サービス等の事業の

人員、設備及び運営に関する基準第５条第１項に規定する訪問介護員等をいう。以

下同じ。）を確保するために、この補助金の交付決定年度内に行う採用活動とする。 

 

 （補助対象経費） 

第５条 この補助金の交付対象となる経費は、この補助金の交付決定年度内に補助対

象団体が支出した、訪問介護員等の採用活動に要する次の各号に掲げるもののうち、

消費税及び地方消費税並びに当該団体の役員又は従業員に係る人件費及び旅費を

除くものとする。ただし、他の補助制度による補助の申請を行い、または既に補助

の決定を受けているものを除く。 

⑴ 求人誌又は求人情報サイトへの掲載費 

⑵ 採用パンフレット等の作成費 

⑶ 当該事業所に係るホームページの新規構築費（既にホームページがある場合は、

求人情報ページ等に係る構築費又は改修費） 

⑷ 採用ＰＲ動画の作成の委託費 

⑸ 就職説明会等への参加費又は開催に要する会場費 

⑹ 採用活動に係るセミナー等への参加費及びコンサルティング業務委託費 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める経費 

 

 （補助金額） 

第６条 この補助金は、予算の範囲内において交付するものとし、その金額は、１の

補助対象団体につき１５万円を上限とする。 



 （交付申請） 

第７条 補助対象団体は、苫小牧市訪問介護員採用活動支援事業補助金交付申請書

（様式第１号）及びこれに添付すべき書類を市長に提出しなければならない。 

 

 （交付決定） 

第８条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、これを審査し、苫小牧市訪問

介護員採用活動支援事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により通知するもの

とする。 

 

 （交付の条件） 

第９条 この要綱による補助金の交付の決定には、次の各号に定める条件を付するも

のとする。 

⑴ 補助対象事業の内容又はこれに要する経費の変更（軽微な変更を除く。）をしよ

うとするときは、あらかじめ苫小牧市訪問介護員採用活動支援事業補助金変更交

付申請書（様式第３号）及びこれに添付すべき書類を市長に提出し、その承認を

受けること。 

⑵ 補助対象事業を廃止しようとするときは、あらかじめ苫小牧市訪問介護員採用

活動支援事業廃止申請書（様式第４号）を市長に提出し、その承認を受けること。 

⑶ 補助対象事業が年度末までに完了する見込みがなくなったとき、又はその遂行

が困難となったときは、速やかに市長に報告し、その指示を受けること。 

⑷ 補助金に関する消費税仕入控除税額等（補助対象経費に含まれる消費税及び地

方消費税額相当額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）の規定により仕

入れに係る消費税額として控除することができる部分の金額及び当該金額に地

方税法（昭和 25 年法律第 226 号）の規定による地方消費税率を乗じて得た金額

に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）が確定したときは、速やかに市長

に報告し、その指示を受けること。 

⑸ 補助対象事業により外国人介護人材が取得した財産については、あらかじめ市

長の承認を受けないで、交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

取り壊し、又は担保に供してはならない。ただし、減価償却資産の耐用年数等に

関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）別表第１に規定する耐用年数（同表

に規定がない財産にあっては、３年とする。）を超過した場合は、この限りでない。 

２ 前項第１号の軽微な変更とは、次のいずれかに該当する場合その他市長が認める

場合をいう。 

⑴ 補助対象事業に要する経費を変更せず、補助対象事業の内容を変更するもので

あって、補助対象事業の目的の達成に支障をきたすことがないと認められる場合。 

⑵ 補助対象事業に要する経費全体又は補助金交付決定額について２０パーセン

ト以内の減額を行おうとする場合。 

 

 （変更交付決定等） 

第１０条 市長は、前条第１項第１号の申請書の提出があったときは、これを審査し、

苫小牧市訪問介護員採用活動支援事業補助金変更決定通知書（様式第２号）により



通知するものとする。 

２ 市長は、前条第１項第２号の申請書の提出があったときは、これを審査し、苫小

牧市訪問介護員採用活動支援事業廃止承認通知書（様式第５号）により通知するも

のとする。 

 

 （実績報告） 

第１１条 補助対象団体は、補助対象事業完了後１か月以内又は補助金の交付決定年

度の３月３１日のいずれか早い日までに、苫小牧市訪問介護員採用活動支援事業実

績報告書（様式第６号）及びこれに添付すべき書類を市長に提出しなければならな

い。 

 

 （補助金額の確定） 

第１２条 市長は、前条に規定する報告を受けたときは、これを審査し、必要に応じ

て行う現地調査等により、補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合す

ると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、苫小牧市訪問介護員採用活動

支援事業補助金確定通知書（様式第７号）により、補助対象団体に通知するものと

する。 

 

 （補助金の請求） 

第１３条 前条の規定による通知を受けた補助対象団体が、補助金の交付を受けよう

とするときは、苫小牧市訪問介護員採用活動支援事業補助金請求書（様式第８号）

を市長に提出しなければならない。 

 

 （交付決定の取消し） 

第１４条 市長は、第９条第１項第２号による補助対象事業の廃止の申請があったと

き及び補助対象団体において次に掲げる事項に該当する行為等があったときは、交

付決定の全部若しくは一部を取消し又は変更することができる。 

 ⑴ 法令、本要綱又は市長の処分に違反したとき 

 ⑵ 補助金を補助対象事業以外の用途に使用したとき 

 ⑶ 補助対象事業の実施に関し不正、怠慢、その他不適当な行為をしたとき 

 ⑷ 交付決定後に生じた事情変更等により、補助対象事業の全部又は一部について

実施する必要がなくなったとき 

 ⑸ 補助対象事業完了前に、補助金交付の目的が達成できないことが客観的に明ら

かになったとき 

２ 前項の規定は、第１２条の規定による補助金額の確定後においても適用があるも

のとする。 

３ 市長は、前項の規定に基づき、補助金の交付決定の全部又は一部の取消しを決定

したときは、苫小牧市訪問介護員採用活動支援事業補助金交付決定取消通知書（様

式第９号）により通知するものとする。 

 

 



 （補助金の返還） 

第１５条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取消した場合において、当

該変更又は取消しの部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定め

て、その全部又は一部の返還を命じるものとする。 

２ 市長は、第１２条により交付すべき補助金額を確定した場合において、既にその

額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、確定額を超える部分の

補助金の全部又は一部の返還を命じるものとする。 

３ 市長は、補助対象団体が第９条第１項第４号の規定による報告をした場合におい

て、既に交付された補助金の額を減額する必要があるときは、期限を定めて、当該

消費税仕入控除税額等の全部又は一部の返還を命じるものとする。 

 

 （帳簿等の保存期間） 

第１６条 補助対象団体は、補助金に関する経費の収支を明らかにした帳簿、書類等

を備え、補助対象事業完了の日の属する会計年度が終了した日から５年間（市長が

別に定めるものにあっては、市長が別に定める期間）保存しなければならない。 

 

 （その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、令和７年６月４日から施行する。 

 

 


